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完全子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社であります株式会社ハピネット・メディアマー

ケティング（以下「ハピネット・メディアマーケティング」といいます。）と株式会社ハピネットファントム・

スタジオ（以下「ハピネットファントム・スタジオ」といいます。）の２社が、2025 年４月１日を効力発生

日として、ハピネット・メディアマーケティングを存続会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）

を実施することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、本合併は当社 100％出資の連結子会社間の合併のため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 
記 

 

１． 本合併の目的 

ハピネット・メディアマーケティングは、映像・音楽ソフトの中間流通企業として、多様な消費者ニ

ーズにお応えする魅力ある売場づくりを支援し、業界でもトップクラスの販売網を誇っています。また、

中間流通業にとどまらず、映画・アニメ・ドラマ作品などの映像パッケージの企画・制作にも取り組ん

でいます。 

ハピネットファントム・スタジオは、洋画・邦画・アニメなど幅広い映像作品の企画、製作、配給、

宣伝を行っており、カンヌ国際映画祭・カメラドール特別表彰作品の『PLAN75』や、カンヌ国際映画祭・

国際映画批評家連盟賞受賞作品の『ナミビアの砂漠』の製作・配給のほか、アメリカ・ニューヨークを

拠点とする独立系映画スタジオ A24 Films LLC と国内配給などに関する独占パートナーシップ契約を締

結する等、良質な作品を数多く手がけています。 

両社の統合により、映像作品の製作、配給、宣伝から配信、テレビ販売、パッケージ流通、マーチャ

ンダイジングなどの二次利用の領域まで一気通貫で手掛けることが可能となり、当社グループの経営資

源の有効活用によるシナジー効果創出を目的とし、本合併を実施することといたしました。 

 

２． 本合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併取締役会決議日     2025 年２月 12 日 

合併契約締結日       2025 年２月 12 日 

合併承認臨時株主総会    2025 年３月 28 日（予定） 

合併予定日（効力発生日）  2025 年４月１日（予定） 

 

(2) 合併の方式 

ハピネット・メディアマーケティングを存続会社とする吸収合併方式とし、ハピネットファントム・

スタジオは効力発生日をもって解散いたします。なお、「ハピネットファントム・スタジオ」は映像

製作・劇場配給のレーベル、ブランド名として存続いたします。 



 

(3) 合併に係る割当ての内容 

本合併は当社の完全子会社間の合併であるため、株式又はその他財産の割当てはありません。 

 

(4) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

①名称 
株式会社ハピネット・メディアマー

ケティング 

株式会社ハピネットファントム・ス

タジオ 

②本店所在地 東京都台東区駒形二丁目４番５号 東京都台東区駒形二丁目４番５号 

③代表者の役職・氏名 
（2025年２月 12日現在） 

代表取締役社長 鶴丸 智康 代表取締役社長 小西 啓介 

④事業内容 映像・音楽ソフトの販売 映像作品の企画・製作・配給・宣伝 

⑤資本金 
（2025年２月 12日現在） 10 百万円 10 百万円 

⑥設立年月日 2017 年 10 月 12 日 2021 年１月 20 日 

⑦発行済株式総数 1,000 株 1,000 株 

⑧決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

 
４．本合併後の状況（2025 年４月１日付（予定）） 

①名称 株式会社ハピネット・メディアマーケティング 

②本店所在地 東京都台東区駒形二丁目４番５号 

③代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 鶴丸 智康 

代表取締役副社長 小西 啓介 

④事業内容 映像・音楽ソフトの販売、映像作品の企画・製作・配給・宣伝 

⑤資本金 10 百万円 

⑥発行済株式総数 1,000 株 

⑦決算期 ３月 31 日 

 

 

５．今後の見通し 
本合併は当社の完全子会社間の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 
 

以上 
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